＜教育機関等の責務＞

　

国の学習指導要領は①小学校ではコンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段になれ親しむ②中学校では基礎的な知識と技術を習得し、適切に活用する能力と態度を育てる③高校では情報を収集・処理・発信するための基礎的な知識と技能を修得させ、情報を主体的に活用しようとする態度を育てる－などを目標としている。情報モラル、利用する個人の責任、プライバシーや著作権への配慮、情報の適切な伝達手段なども教えることになっているが、教職員自身に必要な知識と能力が不足し、主にコンピュータをいかに扱うかといった技術面に重きが置かれているのが実情である。

強調される「メディア・リテラシー」も、情報をいかに授業や学習に活用するかといった「知識教育の推進」の解釈にとどまりがちではなかろうか。ともすれば「リテラシー」の掛け声が、電子メディアに慣れ親しまなければ時流に乗り遅れるといった風潮を助長し、業界セールスの便乗を許している側面も否めない。

肝心なマナー教育の面がおろそかになっている。家庭と同様、教育現場でも、マナー、ルール、人権などの面からメディアに向き合う姿勢が欠けてはいないか。社会教育、医療、福祉などの機関、施設にも求められる課題である。これらの場で指導的立場にある人たちが、まず自覚と学習を高める必要がある。

メディアを批判的に見る力も養いたい。子どもたちに情報を取捨選択できる能力をつけさせ、情報社会の危険性を十分理解し、被害者にならない努力と同時に、他人を傷つけない自覚をしっかり持たせるように導かなくてはならない。

　　人間形成に大きな影響を与える18歳までに、教育機関が担う責務は大きい。

〇教育機関等は、電子メディアを有効に活用するため、教職員などに学習の機会を設けるとともに、教職員は進んで研修するなど、指導力の向上に努めなければならない（研修）。

○教育機関等は、インターネットなど電子メディアから得られる情報が法律や条例などで有害と認められるときは、児童、生徒など青少年（この項、以下青少年）に対し、それらの情報を見せ、聞かせ、または読ませないように努めなければならない（有害情報提供の防止）。

○教育機関等は、電子メディアの利用に際し、青少年や自らが加害者や被害者にならない心構えや人権を大切にする意識の向上を図り、ルール、マナーを守る教育に努めなければならない（ルール等の教育）。

○教育機関等は、青少年が年齢（学年）に応じて、電子メディアを利用する時間の計画をたてるなど、節度をもって活用するよう努めなければならない。特に乳幼児を対象とした保育、養護などの機関、施設などでは、テレビ・ビデオに依存する教育を減らすように努めなければならない（利用の節度）。

○教育機関等は、保護者との対話、情報交換、交流の機会を増やし、外部から講師を招くなど、共に学ぶ、開かれた場を設けるよう努めなければならない（連携学習）。

○教育機関等は、青少年が地域交流、自然体験、読書活動などを通じて、電子メディアから離れた学習や遊びの利点を学ぶ機会を増やすよう努めなければならない（情操の養成）。

　

○教育機関等は、青少年の問題行動や事故を未然に防ぎ、速やかに適切な措置を講じるため、適宜、保護者や関係機関と連携し､協議し、早期解決に努めなければならない（早期対応）。

○教育機関等は、保護者、市民、事業者、広島市と「広島市青少年・電子メディア対策推進会議」を設置し、諸活動の推進に努めなければならない（連携活動）。

①意見交換の場づくり

②活動計画の策定

③各種事業の実施

④事業者との覚書交換

⑤トラブル処理

⑥貢献活動の表彰

⑦違法､条例違反など悪質な事業者の公表

⑧市への提言―など。
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